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１．はじめに 

 

2000年の交通バリアフリー法施行以来、各地で取

り組みがなされ多くの基本構想が策定されてきた。

本稿では、「高齢社会における交通システム整備の

体系に関する研究小委員会」（以下、「小委員会」

と称する）メンバーらの各地での経験に基づき、交

通バリアフリー法から発展する福祉の交通まちづく

りへの課題を整理した結果を報告する。 

 

２．福祉の交通まちづくりの事例検討 

 

（１）検討対象事例 

 本研究で扱った事例は、近年、交通バリアフリー

法基本構想策定など福祉の交通まちづくりを実践し

た13の都市のものである。これらの都市の計画策定

には小委員会関係者が何らかの形で参画し、その詳

細を把握している。事例の特色は表１に示すとおり

であり、大都市のターミナルから地方都市まで、基

本構想の策定段階から継続的な取り組みまでと多岐

にわたっている。これらの都市の共通点は、計画策

定のプロセスに何らかの参加型プログラムを導入し

ていることであり、本稿ではこれらの事例から参加

型計画策定の現状を分析した。 
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表１ 事例対象都市と特徴 

 都市名 事例の特徴 

1
兵庫県 

伊丹市 

基本計画から事後評価まで継続した

高齢者・障がい当事者の参画 

2
兵庫県 

姫路市 

市民主体の組織づくりと運営による

交通バリアフリーへの取り組み 

3
大阪府 

吹田市 

市民の手で進められる交通バリアフ

リー 

4
大阪府 

大阪市 

大都市型の基本構想策定における住

民参加 

5
滋賀県 

守山市 

就眠参加によるバリアフリーの継続

的な取り組み 

6
東京都 

千代田区 

基本構想策定における都心地区の住

民参加 

7

東京都 

板橋区 

板橋区バリアフリー総合計画－すべ

ての区民が自由に行動し社会参加で

きるまち板橋区 

8
神奈川県 

横浜市 

基本構想策定における住民参加の取

り組み 

9
神奈川県 

藤沢市 

事業計画案の策定をワークショップ

で 

10
大阪府 

堺市 

高齢者・障がい者と向き合った参加

型交通バリアフリー調査 

11
島根県 

多伎町 

小さな町のバリアフリーへの挑戦 

12
大阪府 

豊中市 

多様な手法で継続的に行う市民参画

プログラム 

13
東京都世田

谷区烏山 

住民と行政の協働によるバリアフリ

ー整備を実現させる継続的取り組み 

資料：参加型福祉の交通まちづくり（学芸出版社、2005） 

 

（２）事例に見る参加型の適用分野 

事例は、多くが交通バリアフリー法の流れによる

ここ数年の活動であり、一部にその他のバリアフリ

ー型施設整備に関するものがある。整備までの流れ

を現状把握（課題整理），計画検討，計画評価，設

計の工夫，継続的改善に分類した場合、これらの事

例ではどの分野に参加型が適用されているかを整理

した結果が表２である。なお、参考にした資料１）

では、特徴的な状況のみを記述しており、表２に示

した分野しか参加型プログラムがなかったと言うこ

とではない。 

 



参加型プログラムの適用分野別に見ると、以下の

とおり各段階での適用の特徴を整理できる。 

a) 現状把握 

現状把握（課題整理）はどの事例でも実施してお

り、ワークショップ形式で現地点検と問題箇所の整

理を行うことが定着してきている。各地での実施方

法は様々であるが、障がい者・高齢者の参加を得て

参加者全員が障がいとは何かに「気づく」プログラ

ムとしていることは、重要な点である。 

b) 計画検討 

計画検討も委員会等での議論を含めると参加型で

実施されている事例が殆どである。表２では、特に

バリアフリー施設整備に止まらず地区交通計画に踏

み込んだ、参画に近い事例に着目した。これらの事

例では、現地の交通行動に基づき、より使いやすい

交通システムの構築に参加型によるきめ細かさなど

の利点を活用している。 

c) 計画評価 

計画評価には明確な目標と計画の対比が必要であ

り、基本構想段階より具体的な特定事業計画、施設

整備において適用した事例が多い。伊丹市の事例に

見られる事後評価は結果の評価としてわかりやすい

が、構想段階では判断しにくいことがその要因と考

えられる。なお、今後も基本構想が多く作られるこ

とを考慮すると、計画段階で当事者を含めた参加型

評価を行うことは重要である。 

d) 設計工夫 

設計は専門的知識が必要な分野でもあり、この分

野で参加を実施している事例は少ない。調査した事

例においては、大阪市の事例は多くの事業者の整備

基準の統一、守山市の事例は相反する意見調整のた

めの実験、藤沢市の事例は個別整備についての利用

者意見の反映と取り組み内容は異なるが、福祉の交

通まちづくりにおいて「かたちをつくる」大切なプ

表２  いくつかの参加型計画策定に見る技術的課題への特徴的な対応状況 

都市名 参加型計画の
範囲 現況把握 地区交通計画 計画評価 設計工夫 継続的改善 備考 

兵庫県 
伊丹市 

○計画から完成
まで 

○事例視察、実
験、現地調査 

 ○事後評価  ○1996年から事
後評価まで 

阪急伊丹駅ビル・駅前広場 

兵庫県 
姫路市 

○市民主体の
運営 

○現地調査、先
進事例視察など 

    基本構想策定 
成果を総合学習にも活用 

大阪府 
吹田市 

○構想から事業
計画までの計画
的な市民参加 

○タウンウォッチ
ング９回 

○総合交通体
系、既存施設有
効利用、交通運
用 

○ｱﾝｹｰﾄによる
現状評価 

 ○事業計画策
定に向けた取り
組み 

基本構想策定 

大阪府 
大阪市 

 

○全市から地区
レベルまでの市
民参加 

○わがまちウォ
ッチング 

  ○多様な事業
者を調整 し た
「基本的な考え
方」 

 基本構想策定 

滋賀県 
守山市 

 

○行政主導から
住民参画への
展開 

○まちの点検   ○仮設歩道の
歩行実験 

○時間をかけ
た展開による
定着化 

基本構想策定からユニバ
ーサルデザインのまちづ
くり検討 

東京都 
千代田区 

 

○１地区以外は
事業計画先行 

○点検まち歩き     基本構想策定 
区外居住者の参加の困難
さ 

東京都 
板橋区 

 

○地区連携 、
PDCA サイクル
の取り組み 

○ワークショップ
での調査 

○ BF 法 、 HB
法、福まち条例
と整合した総合
計画 

○高い目標設
定と PDCA サイ
クルによるプロジ
ェクト管理 

 ○ 2003 ～ 2015
のプログラム 

バリアフリー総合計画 
STSの充実にも取り組む 

神奈川県 
横浜市 

 

○部会や地区ご
との基本構想へ
の参加 

○点検まち歩き     基本構想策定 
参加の場面は問題課題の
発見まで、改善策の検討に
は至っていない 

神奈川県 
藤沢市 

 

○検討組織 、
WS を中心とした
参加 

○計画基本案
検討 

 ○要求仕様の
明確化、参加者
への判断材料の
提供 

○専門家の目で
問題点を絞って
代替案を検討 

 道路特定事業計画策定 

大阪府 
堺市 

 

○当事者参加
型基本構想策
定 

○現地点検調
査 

    基本構想策定 

島根県 
多伎町 

 

○小都市の利
点を活かしたニ
ーズ把握 

○外出行動の
実態把握、点検
調査 

○行動特性分
析からの提案 

  ○特定事業計
画策定の取り組
み 

基本構想策定、道路特定時
御慶各策定 

大阪府 
豊中市 

 

○構想から事業
実施までの参加
システム 

○バリアフリーチ
ェック 

   ○参加の仕組
みができている 

基本構想策定から事業の
推進まで 

東京都 
世田谷区烏山 

 

○自主活動が
母体の参加 

○点検まち歩き     推進地区整備計画 
烏山ネット・わぁ～く・ショップ

資料：「参加型福祉の交通まちづくり」（学芸出版社､2005） 



ロセスであり、必要に応じた参加型の展開が重要と

言える。 

e) 継続的改善 

参加型計画においては、上記の各プロセスに加え、

完成後の維持管理などにも当事者の声の反映が望ま

れている。その第１歩は現在の参加組織を次の段階

に継続することであるが、当初から継続前提にして

いるものを含めて多くの事例が取り組んでいる。 

 

以上に見たとおり、現状の福祉の交通まちづく

りにおける参加型の展開は、現況把握は確実に行わ

れているが、計画、設計、評価のプロセスまでは定

着していない。 

 

３．今後の福祉の交通まちづくりへの課題 

 

上記の事例を含めて、多くの福祉の交通まちづく

りの実践がなされている。ここでは、小委員会メン

バーらの経験から、市民、行政、事業者、コンサル

タントなどの関係者が必要な見識、広い視野、専門

的知識を持ち取り組むべき課題を整理した。 

 

（１）交通バリアフリー法の課題と対応の方向性 

交通バリアフリー法は、ハートビル法と両輪とな

り福祉の交通まちづくりの中心的は役割を果たして

いる。法施行後５年間の経験から、特に計画者が考

慮すべき課題は以下のとおりである。 

a) 総合的歩行者ネットワークの構築 

交通バリアフリー法の基本構想においては、重

点整備地区の特定経路設定が問題になる。移動円滑

化基準では、車道とは区分された２ｍ以上の空間を

確保することとされているが、基盤整備が進んでい

ない地区では空間確保が困難なことから、特定旅客

施設から利用施設までを特定経路のネットワークで

カバーできないケースが生じている。今後は、法律

の枠内にとらわれず、地域全体の利便性向上、安全

性、地域活性化への展望などを考慮した地区交通計

画の概念から、総合的な歩行者交通ネットワークの

整備方策を検討すべきである。 

b) 地域資源の有効活用による効率的な計画策定 

地域資源では２点の指摘があり、第一は福祉部

局などが構築してきた人的ネットワークをまちづく

りに活かしきれていない点、第二は地域のモラルや

優しさと施設整備のバランスが取れていない点であ

る。 

計画を策定する場合、すべてを新しく作ること

は容易でなく、地域が持つ既存資源を活用すること

が、よりよい福祉の交通まちづくりに繋がることを

再認識すべきである。同様に、自治体間の連携や補

助事業の組み合わせなど、個々には不足する資源を

補完しながらよりよい計画に向けた知恵を出すこと

も計画者に求められている。 

 

（２）参加型福祉の交通まちづくり 

前章でも述べたとおり、福祉の交通まちづくり

は参加型で行うべきであり、特に計画者が考慮すべ

き課題は以下のとおりである。 

a) 参加型計画の人材育成 

参加型で福祉の交通まちづくりを実践するとは、

参加者が障がいを理解すること、当事者参加の機会

を拡大すること、参加者の責任意識を高めること、

利害調整と合意形成を図ることなど計画実務以外を

含めたまちづくり計画すべてのマネジメント能力が

要求される。 

従来の技術者教育にはこのようなプログラムはな

く、交通バリアフリー法対応を始め、増加する参加

型計画ニーズに対応するために、人材育成が急務で

ある。人材育成方法としては、体験的に学習するこ

とが必要であり、ワークショップ型式のプログラム

等が望ましい。 

b) 技術的基盤の確立 

福祉の交通まちづくりは、個々のまちの状況を反

映させたものであるため、いわゆる「手づくり」の

計画である。このことは、計画者の力量により結果

に差が出ることを示している。 

市民に満足いく結果を残すために、計画者が技術

的基盤を確立することが重要であり、体験的学習に

よる障がいの理解を背景として、多くの人にアクセ

シブルであるユニバーサルデザインを展開していく

必要がある。このように、計画者が確立すべき技術

のうち、特に留意すべき項目を以下にとりまとめた。

（表３）これらの項目は、土木計画の基本的要素で

もあり、技術者個々の研鑽が重要と言える。 

 



表３ 技術的基盤を確立すべき主な内容 

項 目 技術的基盤確立の留意点 

地区交通計画

としての取り

組み 

多様なニーズを反映した歩行空間ネット

ワーク形成と、バス、コミュニティバ

ス、タクシー、個別移送サービス（ST

S）など多様な移動手段の確保 

中長期的視点

と短期的改善 

理想に向かった中長期的視点から基本設

計を具体化する技術と、早期の効果発現

を目指して現在の空間構成を前提とした

現実的な解決策の提案 

バリアフリー

評価論の確立 

事業の最終的効果により事後評価するア

ウトカム評価と、計画の満足度や部分的

な事業効果の計測評価によるＰＤＣＡサ

イクルの確立 

糸口が見えな

い技術への対

応 

トレードオフ関係など最適解が一つにな

らない諸問題に対する技術的裏付けを持

った合意形成による地域解の構築 

わかりやすい

施設設計 

ゆとりある移動スペースやシンプルな動

線を用いた見通しのきく空間設計 

維持管理の充

実 

設備の長寿命化技術、メンテナンスフリ

ーの施設整備、日常の監視体制の確立を

考慮した基本構想 

 

（３）福祉の交通まちづくりの将来像 

a) 長い目で取り組む姿勢 

当事者の自立支援が福祉の交通まちづくりの目的

であり、21世紀型の社会基盤にグレードアップする

という大きな目標を掲げ、着実な進歩を遂げねばな

らない。そのためには、交通バリアフリー法と当事

者の自立支援施策を連携させるなど総合的な取り組

みが必要である。 

一方で、まちづくりは時間がかかるものであり、

先進的な取り組みを大胆に取り入れるなど先を見越

したまちづくりへの取り組みも必要である。 

b) 持続可能な社会システムの構築 

福祉の交通まちづくりは、急激な少子高齢社会の

到来により一気に進むものと考えられる。誰もが暮

らしやすい社会の実現のために、地球環境問題や国

際貢献を含めて、我が国のおかれた立場を踏まえた

バランスの良い社会システムを構築することが必要

である。都市機能配置の見直しやＩＴ技術の活用に

よる環境負荷の低減、世界、特にアジア地域との連

携によるグローバルスタンダードの形成など、持続

可能な社会システムを構築することが重要である。 

c) 相互理解が支えるまちづくり 

最も努力が必要なテーマは、多くの市民が無意

識に抱えている偏見の問題であり、障がいを理解し、

人と人の相互理解を図ることが福祉の交通まちづく

りを実現するために最も重要である。 

 

４．おわりに 

 

本稿は、小委員会メンバーが中心となり編著し

た「参加型福祉の交通まちづくり」の事例を分析し、

提言部分を再整理したものである。同書のなかでは

「障がい者」という用語を用いている。障害者とい

う用語が「じゃまな者」という誤解を招く懸念があ

るからである。交通バリアフリーを特別なものでは

なくこれからの社会基盤整備の標準だと考える立場

から、本稿でも「障がい」あるいは「障がい者」と

いう用語を用いた。 

本文中にも述べたが、課題をとりまとめてみる

と、福祉の交通まちづくりに向けた課題の多くは土

木計画の基礎技術動向と何ら変わることがない。マ

ネジメント、合意形成、評価、維持管理など理解す

べき内容は一般の計画論そのものである。そこに障

がいの理解が加わることが必要であり、参加型の実

践により経験的に理解を深めることの重要性を改め

て感じている。社会基盤整備のなかで環境保全が標

準となったように、福祉の交通まちづくりが標準装

備となることを期待したい。 
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